
※印は実績値の減少によって達成率が向上するもの

事務事業評価シート
（　　　　　　　　作成）

１ 事務事業の基本事項 整理番号

担当部課
事務事業名

電話番号 内線

実施期間施策の大網 ～
総 合 計 画

政策（節）
基 本 計 画 その他の計画

施策（項）

予算事業名 予算事業番号

自治事務のうち義務的なもの 自治事務のうち任意のもの 法定受託事務
事 務 分 類

サービス提供 施設整備 許認可事務 補助金交付 施設維持管理 内部事務 その他

実 施 形 態 直営 全部委託 一部委託 補助・負担 ）その他（

事業開始の
背景・経緯

２ 事務事業の目的・内容

実 施 の 根 拠対 象
（法令・条例等）

目 的
（もたらそうと

する成果）

全体の事業
内 容

３ 事務事業の実施状況と成果

度の
実施内容

目標値の根拠・考え方区分 活 動 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

実績値①
達成率又は ％前年度比

目標値又は
前年度値

実

施

状

況

実績値②
達成率又は

％前年度比

目標値又は
前年度値

③ 実績値
達成率又は ％
前年度比

目標値又は
前年度値

④ 実績値
達成率又は

％前年度比

目標値の根拠・考え方区分 成 果 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

① 実績値

達成率又は
成

果

％前年度比

目標値又は
前年度値

② 実績値
達成率又は

％前年度比

無印は実績値の増大によって達成率が向上するもの

 令和 2年度 (令和 1年度分)
令和 2年 7月

144000-01-01

総務部 公共施設マネジメント推進課公共施設マネジメント事業計画関係事務
322204-2964-1111

07 計画の実現に向けて 平成24年 年

02 公共施設の最適化 公共施設等総合管理計画
01 行政サービスに応じた施設機能の

公共施設マネジメント推進費 2877

□ ■ □

■ ■ □ ■ □□ ■

□ □ ■ □ □

市が保有する公共施設の多くが昭和40～60年代に建設したものであり、これらが建替えや大規模改修を必要とす
る時期を迎えているほか、耐震性能不足の施設があるという課題がある。一方、社会保障費等の増加による歳出
増、少子化・高齢化の進行に伴う労働人口の減少による歳入減は将来も続く見込みである。こうした状況に対応
するため、公共施設の適正な整備、維持管理、運営を行う公共施設マネジメントの取り組みを進めている。

市の保有する公共施設

提供するサービス、施設機能、運営形態などを見直し、公共施設の質・量の適正化を図るとともに、市内各地区
に学校、地区センターを核とした拠点を整備し、地域コミュニティの活性化を図る。また、事業を計画的に実施
することにより、支出を平準化し、財政負担の集中を軽減する。

「公共施設等総合管理計画」で示した取組を具体化するために策定した「公共施設マネジメント事業計画」に基
づき、各施設の更新、改修、統廃合等が計画的に実施できるよう進行管理する。また「市役所等整備計画」に基
づき、市役所及び市民会館・中央公民館の再整備に向けた取り組みを進める。

2022

公共施設マネジメント事業計画及び市役所等整備計画に基づく事業の進行管理令和 1年

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

地区検討会議の開 計画推進のための市民と         64          28          10回          10
催数 の対話件数

         64回          30           9 （平成30年度までは「市
民周知の回数」）

        100      107.14          90

公共施設マネジメ 計画の策定・改定数                     1           0           0件
ント事業計画の策

件                      1           0定・改定

                   100            

計画の策定件数市役所等整備計画                      1           0           0件
の策定

件                      1           0

                   100            

ＰＦＩ事業の検討 検討又は検討支援件数                                1           0件
又は検討支援

                                1件

                              100

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

効率化が図られた 計画で示した施設の統合          0           0           0           1件
施設数 ・廃止等の件数

          0件           0           1

                                 

                                            

                                 

                                 



埼玉県入間市

４ 事業費

区 分

当 初 予 算 額
事業費

①決算（見込）額

一般職・労務職
従 事

嘱託・再任用
職員数人件費経

費

パ ー ト 等

人 件 費 ②

総 事 業 費 ③＝①＋②

国・県支出金 ④

その他特定財源 ⑤

特 定 財 源 ⑥＝④＋⑤

入間市年間負担額 ③－⑥

⑦指標名効率性
指　標 ③÷⑦コスト

備 考

５ 事務事業の評価
◆１次評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性
個

別

評

価

必要不可欠 大変有効である 向上

有効である やや向上高い
普通 変わらない普通

やや悪化あまり有効でないやや低い
悪化有効でない低い

評 価 今 後 の 方 向 性総

合

的

評

価

充実
継続
縮小

廃止・休止
完了・終了

改 善 の 評 価

改善できた

やや改善できた

改善できなかった

改

善

課

題

◆２次評価

今 後 の 方 向 性 具 体 的 内 容総

合

的

評

価

充実

継続

縮小

廃止・休止

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

      5,885 千円      1,422 千円       6,383 千円         225 千円

      4,406 千円      14,266 千円      1,225 千円

       4.67 人　       5.85 人　        6.13 人　

          0 人　           0           0人　 人　

          0 人　 人　          0           0 人　

     43,174 千円      46,656 千円      37,779 千円

     44,399 千円      51,062 千円      52,045 千円

          0 千円           0 千円       9,000 千円

          0 千円           0 千円           0 千円

      9,000 千円          0 千円           0 千円

     43,045 千円     44,399 千円      51,062 千円

３月末日人口     148,592 人     148,297 人     147,542 人

市民1人あたり単価         298 円         344 円         352 円

□ □□
■ □■
□ □□

■□□
□□□

□「公共施設マネジメント事業計画」については、宮寺・二本木地区と西武地区に学校統合地
■区検討会議を設置し、地域住民と学校の統合に向けた意見交換を進めることができた。
□「市役所等整備計画」については、ＰＦＩ導入可能性調査を実施したことにより、従来手法

との比較検証ができ、整備手法を選択する上での有効な判断材料となった。 □
□

令和 1年度の取り組み課題

両計画の策定により、計画段階から実行段階へステップアップした。
□公共施設マネジメント事業計画については、第１期事業計画を実現していく上で必要となる

事項の調整や計画の進行管理を行う。特に、宮寺・二本木地区及び西武地区については、学 ■
校の統合に向け地区内に検討会議を設置して検討を行う。 □
市役所等整備計画については、適切な整備手法の検討、基本計画の策定準備に取り組む。

令和 2年度の取り組み課題

「公共施設マネジメント事業計画」については、計画推進に向けた庁内調整・進行管理を進める。また、令和元年度から
実施している学校統合地区検討会議の成果を整理し、将来の学校整備に繋げていく。
「市役所等整備計画」については、事業実施に向けた庁内調整・進行管理・諸手続きを進める。

令和 3年度の取り組み課題

「公共施設マネジメント事業計画」及び「市役所等整備計画」の庁内調整・進行管理を行う。

学校統合地区検討会議の設置やPFI導入可能性調査の実施など実行段階へ着手したことは評□
価できる。新型コロナウイルス感染症の発生などによる厳しい財政状況を踏まえて、適切な■
手法等を検討することが重要である。計画の根底にある公共施設の最適化という行政改革の□
視点に沿って、その時々の状況に柔軟に対応しつつ、各方面との調整や進行管理を図ってい

□ く必要がある。


